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研究要旨： がん診療拠点病院の集約化と均てん化のバランスを検討するには、まずが

ん診療連携拠点病院の実態を把握することが重要である。本研究では、がん診療連携拠

点病院現況報告や他のデータのみでは得ることのできないがん診療連携拠点病院の実態

から、拠点病院のあり方について示唆を得るため、指定要件に関する意見や現状の診療

実態についての拠点病院側の意見聴取をするべく、アンケートを実施し、結果の解析を

行った。均てん化，集約化すべきと考えられる項目が明らかとなり，各施設の現況報告

では今まで明らかになることのなかった現況やコロナ禍による影響が明らかになった。 
 

A. 研究目的 

これまでがん医療の均てん化を目的と

して、がん診療連携拠点病院（以下、拠点

病院）が整備されてきたが、小児がんのよ

うに数が限られていたり、がんゲノム医療

のように高額な新技術を検討すべき分野

については、集約した形で体制整備をすべ

く小児がん拠点病院、がんゲノム医療中核

拠点病院等の指定がなされてきた。 

このように均てん化と集約化をうまく

組み合わせつつ診療提供体制を構築して

いく方針となり、これまでがん診療連携拠

点病院が担ってきた役割も再定義する必

要があると考えられる。それを受けて、第

３期がん対策推進基本計画では、がんの医

療提供体制について引き続き均てん化の

取組が必要とされるものと、一定の集約を

すべきものがあることが指摘されている

が、その区別は明確でない。また、均てん

化を目指して実施されてきた施策につい

ても、取組について地域間格差があること

が指摘されている。本研究課題においては、

拠点病院での取組について地域間の格差

及びそれらの特性についての検証を行い、

今後のがん医療提供体制を整備する上で

拠点病院の分類を検討する。また、均てん

化と集約化すべき取組について整理を行

い、現状を把握、評価した上で、今後の整

備指針について検討する。 

そのために、がん診療連携拠点病院等

の指定要件について、施設側としての指

定要件への認識、均てん化や集約化につ

いての意見、実態を聴取し、拠点病院の

あり方を明確にすることを目指したアン

ケート調査を行い、結果の解析を行った。 

 

B. 研究方法 

（１）アンケート実施施設 

2021 年 4 月時点のがん診療連携拠点病院

等全施設 451施設を対象とし，施設長宛に

郵送にてアンケート依頼を行った。施設の

内訳は，都道府県がん診療連携拠点病院

（以下，都道府県拠点とする）51施設，地

域がん診療連携拠点病院及び国立がん研

究センター2 病院を含む（以下，地域拠点

とする）354 施設，地域がん診療病院（以

下，地域がん診療とする）46施設。回答者

は施設長としたが，詳細な回答を得るため，

各部門実務者による回答の分担も可とし

た。Excel もしくは紙面により回答可能と

した。 

（２）アンケート内容 

①指定要件編 
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現行の指定要件各項目のうち，実態を評価，

検討すべき 54項目を選択，抽出した。その

方法としては，都道府県がん診療連携拠点

病院連絡協議会やがん診療提供体制のあ

り方に関する検討会，ワーキンググループ

等で議論が行われた項目，複数の医師にイ

ンタビューを行い検討が必要とされた項

目，がん患者にインタビューを行い患者目

線から必要とされる支援に対する項目，特

に，現況報告で別紙による詳細が確認でき

ない項目を主に選択した。全ての拠点病院

で必要か，一部の拠点病院で必要か（つま

り，全てでは必要とはいえない）との選択

式回答とした。併せて，その項目が「充足

可能，COVID-19感染拡大（以下，コロナ禍）

以前から充足困難，コロナ禍により充足困

難」を選択の上，困難な場合にはどのよう

な代替要件であれば充足可能か自由記載

回答とした。各項目に対する意見も募った。

なお，地域がん診療病院においては自施設

の指定要件でない項目も含まれているが，

各項目が自施設に対する指定要件だった

と仮定しての回答を依頼した。また，行政・

地域医療機関・それ以外（企業や患者会等）

との連携の実施について，指定要件項目に

は具体的な連携対象が記載されていない

ため，詳細の実態を調査するために必要と

思われる具体的な連携対象について検討・

抽出をし，「実施していない，ある程度実

施している，十分に実施している」の選択

式で調査した。また，拠点病院とはどのよ

うな機能を有する施設であるべきか，とい

う意見を自由記載回答とした。 

②実態調査編 

アンケート内容は、都道府県がん診療連

携拠点病院連絡協議会やがん診療提供体

制のあり方に関する検討会等で議論が行

われた事項、別途医師や患者へのインタビ

ューで必要とされた事項等を設定した。拠

点病院で必要または望ましい項目である

以下の 11 分野を対象とした。1.患者の身

体的苦痛や精神心理的苦痛、社会的な問題

のスクリーニング、2.思春期と若年成人

（Adolescent and Young Adult: AYA）世

代、3.小児がん患者における長期フォロー

アップ、4.術後管理体制における手術部位

感染に関するサーベイランス、5.緩和ケア、

6.がん患者や家族の情報入手の環境、7.が

ん看護の研修、8.がん教育、9.医療安全管

理の体制や取り組み状況についての調査

や評価、10.がん相談支援センター、11.セ

カンドオピニオン。併せて、コロナ禍の影

響についても自由回答とした。 

アンケート期間は 2021年 5 月 24 日から 7

月 31日とした。 

（３）解析方法 

 各設問において，がん診療連携拠点病院

等全体，都道府県拠点，地域拠点，地域が

ん診療に分け，回答結果と割合を算出した。

自由記載回答については，各項目で重複し

た回答をまとめ，一覧とした。 

（倫理面への配慮） 

送付するアンケートの回答者は病院と

しての集合体を代表した意見の収集であ

り、「人を対象とする研究」ではない。た

だし、回答者の回答のしやすさへの配慮と

して結果公表時には施設が特定できない

形で行うことを表明して施行した。 

 

C. 研究結果 
指定要件と行政や地域との連携等のがん

診療提供の現状についての調査（別添１参
照）と、実態調査（別添２参照）の２つの
アンケートを実施した。 
① 指定要件編（別添１） 

がん診療連携拠点病院等 451 施設中 256

施設（回収率 56.8%）から回答を得た。その

うち，都道府県拠点 48/51施設 (94.1%)，

地域拠点 193/354施設(54.5%)，地域がん診

療 15施設/46施設 (32.6%)であった。 

指定要件項目のうち，「一部の拠点病院で

必要」と回答した施設割合が最も高かった

のは「長期フォローアップの小児がん患者

の支援体制」で 65.1%であった。臨床研究コ

ーディネーターの配置や生殖機能温存，AYA

世代患者の支援についても，多くの施設で

一部の拠点病院で必要と回答しており，特

に一部の拠点病院での集約・連携システム

の構築が必要という意見が多く上がった。 

コロナ禍以前より充足困難と回答した施

設割合も、「長期フォローアップの小児がん

患者の支援体制」について充足困難である

と回答した施設が 42.0%と最も高かった。都

道府県がん拠点病院でも 35.4%で充足困難

と最も高かった。充足困難と回答した施設

割合が高かった項目は，一部の施設で必要

との回答が多かった項目と重複していた。 

また，コロナ禍により充足困難となった

項目は，患者会の実施やカンファレンス，医

療者研修，といった対面で通常行われてい

たものが主だった。対面を中止しオンライ

ン開催を行うも，オンラインには患者や医

療者共に慣れておらず，円滑に行うには厳

しい状況であるという意見が多数あった。  

人員確保については、緩和ケアチームに

ついての人員確保は，特に緩和ケア医，精神

科医，医療心理士，社会福祉士でいずれも 3
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割近くで確保困難であった。特に医療心理

士は都道府県拠点でも 37.5%と高い割合で

確保困難と回答した。そもそも医療心理士

や社会福祉士は少なく採用が難しい状況で

確保困難であるという回答が多かった。ま

た，全体の 2 割で確保困難とされたがん専

門薬剤師については，日本病院薬剤師会の

「がん薬物療法認定薬剤師」もしくは日本

臨床腫瘍薬学会の「外来がん治療認定薬剤

師」であれば確保可能と回答した施設が多

くあった。指定要件項目全体を通して，都道

府県拠点では充足困難と回答した施設の割

合は低く，地域がん診療では充足困難と回

答した施設の割合が高かった。   

指定要件項目全体に対する自由記載意見

としては，指定要件そのものの見直しが必

要，方策の定義やその根拠が不明なものが

あり各要件の定義を明確にすべき，一律な

基準せずに地域によって要件を変える，診

療科もしくは疾病単位で公的に認定する方

法があってもよい，拠点病院間の格差もあ

るので拠点病院間の連携が大切，という意

見があった。とりあえず要件を満たすこと

が目的となっているものもあり，患者のた

めになっているのか，という指摘もあった。  

行政・地域医療機関・それ以外との連携に

ついて，地域との連携はほとんどの施設で

実施されていた。院内学級や学校との医療

情報共有等の就学支援についての連携は，

全体の半数近くの施設で実施されていなか

った。連携についても，都道府県拠点はより

多く実施しており，地域がん診療では実施

していない割合が高かった。 

がん診療連携拠点病院とはどうあるべき

か，という自由記載の回答については，最先

端のがん医療や緩和ケアを提供する，地域

の医療機関との連携・中心的な役割になる，

看取りまでの身体的精神的支援を行う，等

の様々な意見があった。 

②実態調査編（別添２） 
１．患者の身体的苦痛や精神心理的苦痛、

社会的な問題のスクリーニング 
 患者の身体的苦痛や精神心理的苦痛、

社会的な問題のスクリーニングを行う時
期について、8割以上の施設で入院時にス
クリーニングをされ、続いて入院中、診断
時に半数近くの施設でスクリーニングが
行われていた。社会的な問題については、
入院予約時に行う割合が身体的、精神心理
的苦痛よりも多かったのが特徴的であっ
た。その他の時期としては、各治療開始時、
評価を必要とした際等、院内で決められた
時期がない施設もあった。 
２．術後管理体制における手術部位感染

に関するサーベイランス 
厚生労働省の院内感染対策サーベイラ

ンス（JANIS：Japan Nosocomial Infectio
ns Surveillance）への参加施設は77.5%で
あった。また、手術部位感染の情報共有に
ついて、院内全体で共有は37.9%、外科のみ
は40.3%、共有していない施設が20.9%であ
った。 
３．緩和ケア 
緩和ケアに係る情報の把握、分析、評価

を行うべきとされている各項目について、
いずれの項目も一部部署（多くが緩和ケア
センター会議や緩和ケア委員会等の緩和
ケアチームが所属する部署）のみで把握し
ている施設が多かったが、緩和ケア診療件
数に関しては半数以上が院内全体で共有
をしていた。把握していない項目がある施
設もあり、特に「医療用麻薬の処方量」に
ついては、院内全体の共有は16.3%、把握し
ていない施設も8.7%あった。緩和ケアチー
ムの人員については、リンクナースの配置
は86.6%、人数は中央値で13.3人（1-50人)
であった。管理栄養士の配置は90.1%で、地
域がん診療病院では全施設で配置してい
た。コロナ禍により、緩和ケアチームラウ
ンドの中止や定例会・委員会の休会を余儀
なくされ、これら項目の把握率の低下を認
めているという意見があった。 
４．がん患者や家族の情報入手の環境 
 各種パンフレットの設置は99.2%とほ

とんどの施設で行っており、続いて患者会
や患者の集まり募集の掲示が85.0%、本や
雑誌の閲覧・貸出が83.4%と続いた。コロナ
禍で図書コーナーの閉鎖や患者会の開催
ができなくなり苦慮している施設が多い
一方で、代替として、患者会の電話個別相
談やWeb開催、案内チラシやパンフレット
のURLやQRコードの掲示、ケーブルテレビ
での情報配信、従来閲覧のみであった冊子
をコピーして持ち帰れるようにした等の
工夫をしている施設が見られた。 
５．がん看護の研修 
院内の看護師を対象に、がん看護の研修

を行っている施設は94.8%であった。院内
の全看護師を対象としているのが70.8%で、
開催回数は、年中央値3.8 回 (1-26回)で
あった。病棟・チーム毎に行っているのは
全体の34.2%で、開催回数は年中央値2.1回
 (1-90回)であった。コロナ禍により、コロ
ナ対応で人員が取られ、研修の開催ができ
ないという回答を多く認めた。 
６．がん教育 
 がん教育のために医療従事者を学校

や職域等へ派遣したことがある施設は全
体の71.5%であった。その際の資料作成に
使用しているものは、文部科学省の資料が
71.3%と最も多く、全国がん患者団体連合
会の資料は22.1%であった。その他、国立が
ん研究センターがん対策情報センター
（現：がん対策研究所）資料や都道府県の
がん登録資料との回答があった。「金銭的
補助や勤務調整等の支援が必要」との意見
や、定型的な教材提供等のマニュアル化を
望む意見が多くあった。 
７．医療安全管理の体制や取り組み状況
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についての調査や評価 
医療安全管理の体制や取り組み状況に

ついての調査や評価についてはほとんど
の施設で行っており、行っていない施設は
3.6%であった。都道府県拠点では全施設で
行っていた。評価機関（公的財団法人日本
医療機能評価機構等）による評価を行って
いる施設が81.0%と最も多く、拠点病院以
外の病院間（日本私立医科大学協会による
医療安全相互ラウンド等）での実地調査が
50.2%、拠点病院間での実地調査が25.7%と
続いた。コロナ禍で実地調査は行えず、メ
ールやWeb、紙面開催への変更を行ってい
た。 
８．がん相談支援センター 
がん相談支援センターに、全がん患者へ

紹介する体制があるのは回答施設の半数
以下であり、スタッフが必要と判断または
患者から聞かれた際にのみ紹介する施設
がそれぞれ7割以上であった。「全がん患者
へ紹介」と回答した施設での紹介のタイミ
ングは、診断時が71.7%、入院申込時が62.
5%、入院時が57.5%であった。その方法は、
パンフレットや説明用紙等の書面の配布
が92.5%で、医療スタッフからの口頭説明
は65.0%、がん相談支援センターの相談員
の訪問や必ずセンターへ行くように案内
していた施設は2割に過ぎなかった。設置
場所については、7割以上の施設で「わかり
やすい場所への設置が望ましい」と回答し
た。その他、「人通りの多い目立つ場所に
情報発信の場を置き、実際の面談など相談
対応する場所は奥まった場所が良い」との
回答があった。また、センターへ配置すべ
き職種については、看護師と社会福祉士が
9割以上と多くの施設で必要だと回答して
いた。 
９．セカンドオピニオン 
 セカンドオピニオンを依頼しやすい

体制の具体的取り組みについて、一つでも
実施している施設割合は全体で88.9%、都
道府県拠点85.1%、地域拠点91.1%、地域が
ん診療病院73.3%であった。都道府県拠点
は全体では8割以上実施しているが、各項
目に見ると実施割合は低かった。各項目の
実施割合では、依頼による不利益がないこ
とについて医師が必ず説明、という回答は
全体の58.4%（都道府県拠点は46.8%）、不
利益がないことのポスター掲示は43%（都
道府県拠点は36.2%）であった。主治医に直
接依頼しなくてもよい体制があるのは36.
7%（都道府県拠点は23.4%）にとどまり、そ
の依頼先としては、医師以外の医療従事者
が63.4%と最も多く、外来受付やクラーク
等が40.9%、文書窓口等の専用窓口が37.6%
と続き、主治医以外の医師へ依頼できる施
設は7.5%であった。その他の依頼先は、が
ん相談支援センターや地域医療連携室で
あった。 
９．小児・AYA世代に関連 
院内全体でAYA世代を把握する仕組み 

があると回答した施設は、全体に低く、都
道府県拠点で31.9％であった 。把握の仕

組みがあると回答した施設のうちでは、把
握部署や方法は、支援方法としていずれも
がん相談支援センターが8割を超え、都道
府県拠点と小児施設ではAYA支援に特化し
た人員の配置をしている施設が2割あった。
その他の具体的な支援方法としては、「ケ
アシステム導入のためのワーキンググル
ープの設置」等の回答があった。AYA世代の
がん患者特有のニーズをふまえた支援を
行っていると回答した施設は都道府県拠
点で9割以上に対し、その他では6割と低か
った 。支援の内容については、がん相談支
援センターの紹介と生殖機能温存と回答
した施設が多かった。その他の支援内容と
しては、AYA世代サロンの開催や患者家族
支援という回答があった。 
アンケート結果については、がん診療連

携拠点病院等の指定要件に関するワーキン
ググループへの参考資料として厚生労働省
へ提出した。 
 

D. 考察 

今回，全国のがん診療連携拠点病院等に

対して，がん診療連携拠点病院等の指定要

件についての現状と意見、また実態調査を

行った。本来，指定要件項目は全ての施設

で充足すべき項目で成り立っているため，

今回の調査で充足困難である項目が明ら

かになったことで，現況報告の結果に現れ

ない施設の実態や意見を聴取することが

できた。 

今回の調査結果で，指定要件項目におい

て，全ての拠点病院で必要，と回答した施

設が多いところはより均てん化が求めら

れている項目で，一部の拠点で必要，と回

答した施設が多いところは，より集約化が

求められている項目であるということを

表している。集約化が必要と考えられる項

目は，一部の施設で必要と多くの施設が回

答していた項目であり，それが充足困難で

あると回答した施設が多い項目と重複し

ていることからも支持される。長期フォロ

ーアップによる小児がん患者の支援体制

や就学支援，生殖機能温存等，小児や AYA

世代に関連する事項に関しては，充足困難

で，集約化すべきと回答した施設が多かっ

た。小児に関連する事項については，小児

がん拠点病院等への集約をすべき項目と

して多くの意見があった。一概に集約とい

っても，支援は均てん化して行われなけれ

ばならず，自施設患者を小児がん拠点病院

や専門施設と連携させることに関しては

全施設で行わなければならないと考える。

その連携体制を整えることが集約化を行

うにあたり，重要な課題である。 
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また，人員に関する指定要件項目につい

ては，がん専門薬剤師等の資格を取得した

医療従事者や，研修を修了した相談支援員

についての確保が特に難しく，施設内で育

てて資格取得に至っても，その人頼りにな

ってしまい，継続確保が難しいとの回答が

散見された。資格者が産育休や病休で一時

的に不在になったり，他の施設への異動を

したりすることで施設全体の認定が揺ら

ぐことに，資格者自身の負担にもつながる

との指摘もあった。個人への負担がないよ

うな実現可能な指定要件項目を作成する

ことが重要と考えられる。 

実態調査については、全ての分野を考察

できないが、以下、がん教育、がん相談支

援センター、セカンドオピニオン 3 点は特

筆すべきかもしれない。 

まずは、がん教育について、7 割以上の

施設でがん教育のために学校へ医療者の

派遣を行っていた。その必要性は重要であ

るとしつつ、負担が大きいという意見が多

かった。特に子どもへの教育に不安を訴え

る意見や、依頼方法や時期、講演内容が一

定していないことが課題として挙げられ

た。がん教育は、文部科学省の定める新学

習指導要領に盛り込まれ、令和 3 年からは

中学校でのがん教育の全面実施が始まっ

た。すでに検討は始められているが、今後、

学校からの依頼から教育内容までマニュ

アルの整備が望ましい。 

次に、がん相談支援センターの設置場所

については、以前より患者が人知れず相談

できるよう隠れた場所にあるべき、とする

意見と、目立つ場所で誰でも入れる方が良

いとする意見が分かれており、今回の調査

でも施設別で結果に差がみられた。全体に

わかりやすい場所の方が良いという意見

が過半数であったものの、都道府県拠点で

はわかりやすい場所がよいとする意見が 8
割以上な一方で、地域拠点や地域がん診療

病院では 7 割、5 割と少なかった。がん専

門病院でない施設では、がん相談支援セン

ターに入っただけで他の人にがんである

ことがわかってしまうので入りにくい、と

いう患者の意見があるとの回答が多くあ

った。相談しやすい場所への設置は必要で

あり、施設により患者のニーズに合わせて

設置場所を検討する必要性があることが

明らかとなった。 

3 つ目は、セカンドオピニオンの紹介に

ついてである。指定要件ではセカンドオピ

ニオンの活用の説明と、セカンドオピニオ

ンを求めることにより不利益を被ること

がない旨を明確に説明する体制の整備が

要件である。一方で、患者体験調査でセカ

ンドオピニオンの説明があったと回答し

た患者は 34.9%だった(8)。事前の患者イン

タビューでも主治医からセカンドオピニ

オンについて説明がなかったり、言い出せ

なかったりした経験を聴取したため、その

配慮は重要である。ただ、今回の結果から、

セカンドオピニオンを促進する方法をと

っている施設の割合は9割近くと決して低

くはない。個別の事項ついては、都道府県

拠点に比べて、地域拠点や地域がん診療病

院では複数の掲示体制を行っており、より

配慮をしている体制が明らかとなった。原

因も施設的な体制の不足に一因があるか

もしれない。 

最後に、コロナ禍による影響は多くの項

目で認められた。COVID-19患者治療に人員

を取られ，手術や入院制限があったことに

より満たせない指定要件項目もあり，一時

的な要件緩和を希望する意見も多くあっ

た。また，研修や患者会開催，各種相談の

オンライン実施へのハードルは高く，整備

が難しく，今後の課題であるだろう。対面

で従来行われていた研修や患者会開催、各

種相談がオンライン実施される等、従来と

同様の医療提供体制を行うために各施設

での工夫が見られた。 
この調査の限界として、回答した施設は

拠点病院のあり方や指定要件に対して関

心のある施設が回答しているという自己

選択バイアスがある。都道府県拠点では 9
割以上で回答しているが、地域がん診療病

院では回答率が 3 割であったため、関心の

強い施設の意見と解釈しなければならな

い。一般に望ましいとされる事項について

は過大評価の傾向に注意が必要で、回答の

ない施設ではさらに実態が低い可能性が

ある。 
がん診療連携拠点病院等があるべき姿

に対しては，多くの施設で様々な意見があ

った。最先端の医療を中心に行う施設，地

域と連携して地域の施設の中核となる施

設，診断からお看取りまですべてを担う施

設，拠点病院の中にも様々な施設があると

いうことが明らかになった。 

 

E. 結論 
今回，全国のがん診療連携拠点病院等

に対して指定要件項目の意見聴取，実態

調査を行ったことで，均てん化，集約化

すべきと考えられる項目が明らかとな

り，各施設の現況報告では今まで明らか
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になることのなかった現況やコロナ禍に

よる影響が示された。今後のがん診療連

携拠点病院等のあり方に対する大きな意

味を持つ調査であった。 
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山元 遥子、市瀬 雄一、新野 真理子、松木 明、

太田 将仁、坂根 純奈、伊藤 ゆり、東 尚弘、

若尾 文彦：病院 Vol.81 No.5 2022 年 05月

号 436(62)-441(67) 
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